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決算取締役会開催日  平成１６年 ６月１８日 

米国会計基準採用の有無   無 

１．１６年４月中間期の連結業績（平成１５年１１月 １日～平成１６年 ４月３０日） 

  (１)連結経営成績              （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高  営 業 利 益 経 常 利 益 

  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％ 

１６年４月中間期 ３２，１４３ (△ ２．６) △３，０７０ (   － ) △３，９２５ (   － ) 

１５年４月中間期 ３２，９９０ (△ ４．７) △２，７４３ (   － ) △３，７３７ (   － ) 

１５年１０月期 ９２，８４４ (  １．２) ２，８４２ (７２６．７) １，６０５ (   － ) 
 

 
中間（当期）純利益 

１ 株 当 た り 中 間 

（ 当 期 ） 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 

１株当たり中間(当期)純利益 

 百万円   ％ 円  銭   円  銭   

１６年４月中間期 △４，３７５  (   － ) △１２１ ７５  －  － 

１５年４月中間期 △３，９７７  (   － ) △１１０ ６３  －  － 

１５年１０月期 ２，３９８  (   － )   ６６ ７２  －  － 

（注）１．持分法投資損益    １６年４月中間期  △１１２百万円 １５年４月中間期  △３５５百万円 

                １５年１０月期  △３２９百万円 

   ２．期中平均株式数（連結）１６年４月中間期 ３５,９３７,７６６株 １５年４月中間期３５,９５１,６４２株 

                １５年１０月期３５,９４７,５７６株 

   ３．会計処理の方法の変更  無 

   ４．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

  (２)連結財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

１６年４月中間期 ８０，７５４ ７，６２３  ９．４ ２１２ １５ 

１５年４月中間期 ７８，３５７ ５，５３５  ７．１ １５３ ９８ 

１５年１０月期 ８３，４９７ １１，９１６ １４．３ ３３１ ５５ 

 （注）期末発行済株式数（連結） １６年４月中間期３５,９３３,５４６株 １５年４月中間期３５,９４６,３６３株 

                 １５年１０月期３５,９４１,５９６株 

  (３)連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

１６年４月中間期 △６，７６１ △２０４ ７，０３５ １，４０３ 

１５年４月中間期 △４，１７４ △７９８ ４，９１３ １，２５８ 

１５年１０月期 ５，１８０ △１，０２７ △４，１３５ １，３３４ 

  (４)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数  ５社  持分法適用非連結子会社数  ２社  持分法適用関連会社数  ２社 

  (５)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結（新規） ０社 （除外） １社    持分法（新規） ０社 （除外） ０社 

２．１６年１０月期の連結業績予想（平成１５年１１月 １日～平成１６年１０月３１日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 

通  期 ９５，０００ ３，５００ １，４００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  ３８円９６銭 

 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因に
よって予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料６・７ページをご参照下さい。 



－ 1 － 

 

  企業集団の状況   
 

    当社グループは、当社・連結子会社５社及び持分法適用会社４社を中心にして構成されており、住宅の請負、

宅地の造成・販売を中心とした住宅事業のほか、ホテル・レジャー施設の経営を行なうホテル事業及び、ビー

ルの製造・販売等のビール・飲料事業など、食・住の生活産業とサービス産業に関連した事業展開を行なって

おります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１．連結子会社であります。 

※２．持分法を適用しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東

日

本

ハ

ウ

ス

株

式

会

社 

住宅事業 
木材のプレカット・パネル加工 
㈱東日本ウッドワークス北海道 ※１ 
㈱東日本ウッドワークス中部  ※２ 
東日本テック㈱        ※２ 他１社 

 

住宅の保守メンテナンス 
東日本ハウスサービス㈱    ※１ 

ホテル事業 
ホテル・レジャー施設の運営管理 
㈱ホテル東日本 ※１        他３社 

その他の事業 
農場の運営管理 

Ｉ.Ｎ.Ａ.ＦＡＲＭ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ※１ 

 
宝くじの販売 

宝くじ神社㈱ ※２ 

 
 

一

般

顧

客 

一般・集合住宅等の請負、宅地の造成・販売及び不動産の仲介・斡旋 

部材供給 

ビール・飲料事業 
ビールの製造・販売等 
銀河高原ビール㈱       ※１ 
東日本沢内総合開発㈱     ※２ 

 

施設の賃貸 

農地の賃貸 

サービスの提供 

商品の販売 

製品の販売 

オフィスビルの賃貸 

保守メンテナンス 
保守メンテナンス 
業務委託 
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関係会社の状況 

 

 

名 称 住 所 
資本金 

又は出資金 

主要な事業 

の内容 

議決権の 

所有割合（％） 
関係内容 摘要 

（連結子会社） 

㈱ホテル東日本 

 

岩手県盛岡市 

百万円 

3,775  

 

ホテル事業 

 

94.6   

[1.4]  

当社所有のホテル・リゾート施設等 

の賃借 

役員の兼任・・・１名 

※１ 

※２ 

 

銀河高原ビール㈱ 

 

東京都中央区 

百万円 

110  

 

ビール・飲料 

事業 

 

71.3   

[22.3]  

当社所有の建物賃借、資金援助 

当社の販促品等の購入 

役員の兼任・・・１名 

※３ 

 

I.N.A.FARM 

 CORPORATION 

アメリカ合衆国 

イリノイ州 

シカゴ市 

千米ドル 

2,200  

その他事業  

100.0   
当社所有の土地賃借、資金援助 

役員の兼任・・・２名 

※４ 

※５ 

 

㈱東日本ウッド 

ワークス北海道 

 

北海道白老郡 

白老町 

百万円 

300  

住宅事業  

100.0   
当社への住宅部材の供給、資金援助 

役員の兼任・・・４名 
 

 

東日本ハウスサービス㈱ 

 

東京都千代田区 

百万円 

35  

住宅事業  

100.0   

住宅の保守メンテナンス業務、資金援

助 

役員の兼任・・・２名 

 

（持分法適用関連会社） 

東日本沢内総合開発㈱ 

 

岩手県和賀郡 

沢内村 

百万円 

150  

 

ビール・飲料 

事業 

32.0   

(8.7)  

[14.0]  

資金援助 

役員の兼任・・・１名 
 

 

㈱東日本ウッド 

ワークス中部 

 

三重県阿山郡 

阿山町 

百万円 

80  

 

住宅事業 

 

48.7   
当社への住宅部材の供給、資金援助 

役員の兼任・・・３名 
 

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．有価証券報告書または有価証券届出書を提出している会社はありません。 

３．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数、[ ]内は、緊密な者又は同意している者の所有割

合で外数であります。 

４．※１ 特定子会社であります。 

５．※２ ㈱ホテル東日本については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割

合が１０％を超えておりますが、事業の種類別セグメントのホテル事業の売上高に占める当該連結

子会社の売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高を含む。）の割合が９０％を超えているた

め、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

６．※３ 債務超過会社であります。債務超過の額は平成１６年３月末時点で 2,774 百万円であります。 

７．※４ Ｉ．Ｎ．Ａ．ＦＡＲＭ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮは、平成１６年１０月を目処に現在、清算手続中

であります。 

８．※５ 債務超過会社であります。債務超過の額は平成１６年２月末時点で 1,046 百万円であります。 
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  経営方針   
 

 １．経営の基本方針 

    当社は創業以来、木造注文住宅にこだわり、お客様満足を指向する企業文化を経営理念とし、日本家屋の伝

統的な技術である木造軸組工法に先進の「新木造ボックスシステム」を組み合わせることにより、地域の気候

風土・文化を踏まえつつ高強度で高性能な新しい日本の住まいを提供しております。 

    当社グループの事業領域は、日本の伝統文化を現代にいかした住宅事業を中心に、良質のサービスを提供す

るホテル事業、ビール酵母入り高級ビールにこだわり、独自のビールを製造・販売するビール事業など、極め

て多様な分野にわたっております。 

    当社グループといたしましては、こうした事業活動を通じて顧客ニーズにスピーディーに対応し、お客様満

足の向上に努めるとともに、品質・商品力・技術力・提案力・サービス力などを追求し、お客様満足重視の経

営を展開しております。 

    当社では現在グループ事業の再構築を推進しておりますが、さらに継続的に経営改善努力をし、厳しい経済

環境の中、一段の業況改善、収益力強化、財務内容の改善を図ってまいります。 

    今後とも経営改善をスピードをもって強力に推進するとともに、株主の皆様への利益還元を目指して収益力

の向上・効率経営を重視した事業展開に全力を尽くす所存でございます。 

 

 ２．利益配分に関する基本方針 

    当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要政策のひとつと考えており、安定的な配当の維持を基本に、経営

基盤の強化に必要な内部保留の確保などを総合的に勘案し、利益配分を実施していきたいと考えております。 

    なお、現在の最重要課題は、早期復配ならびに収益構造の改善であると認識しております。 

 

 ３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針 

    投資単位の引下げにつきましては、今後の株価動向を見た上で、当社株式の流通の活性化及び個人投資家層

の拡大を図るといった観点から、市場の動向などを勘案して適切に検討していきたいと考えております。 

 

 ４．中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

    当社はグループ事業再建策を中心に再構築を強化するとともに、平成１４年１１月に策定いたしました「中

期５ヶ年計画」に基づきグループ全体の財務体質・収益構造の改善を図り、経営基盤の強化に努めてまいりま

す。 

    当社グループを取り巻く厳しい経営環境の中、お客様満足経営をさらに向上させるために、お客様のニーズ

に対応した商品開発に取り組むとともに、継続して営業力・提案力を強化するために社内研修・訓練など人材

育成に注力し、お客様満足経営の向上と地域密着型営業展開に努めてまいります。 

    また、住宅事業をさらに拡充するために、新築住宅に加えて、リフォーム事業・戸建建売分譲事業（マイタ

ウン事業）・賃貸住宅事業（資産活用事業）の３部門にも注力しております。新築戸建住宅市場が縮小する中

で今まで培ってきた技術と信用そして施工体制を、「リフォーム事業」、「戸建建売分譲事業」、「賃貸住宅

事業」に最大限に活かし、新築部門を補う住宅事業部門として、受注・売上拡大に努めてまいります。 

    今後とも、お客様最優先を基本に営業力・商品力・技術力・サービス力を充実させ、お客様満足の向上に努

めるとともに、地域密着型営業展開の強化を図り、さらに管理職を中心とした社員教育による人材育成と組織

の再構築などを図り、当社グループの総合力を結集し、収益構造の改善に努めてまいる所存でございます。 
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 ５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び、その施策の実施状況 

 （１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

     当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題と認識しており、経営の意思決定の迅速化と

業務執行機能の強化及び透明性の高い経営体制を基本方針としております。 

 

 （２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の状況 

    ①平成１６年４月３０日付にて、執行役員制度を導入し、取締役会の「意思決定・監督機能」と執行役員の

「業務執行機能」を分離させることにより、意思決定の迅速化と経営効率の向上を図る体制に移行いたし

ました。 

    ②監査役制度においては、監査役４名のうち３名が社外監査役となっております。監査役会の経営監視機能

の強化を図るとともに客観的な経営に関する助言を頂いております。 

      また、会計監査人である新日本監査法人とは通常の会計監査を受けており、その過程で経営上の課題な

どについても助言を受けております。 

    ③社長直轄の部門として、内部監査室と法務室を設置しております。内部監査室は内部統制の強化を図るた

めに各部門の業務遂行状況の監査を行なっております。 

      法務室は、法令の遵守やリスクの予防に努め、その状況を定期的に検証をし、コンプライアンスやリス

ク管理についての整備を行なっております。 
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  経営成績及び財政状態   
 

経営成績 

 １．当期の概況 

 （１）業績全般に関する概況 

    当上半期のわが国経済は、米国及びアジア向け輸出の増加、民間設備投資の回復など、一部に明るい兆しが

見られたものの、雇用環境や個人消費の回復の遅れから、景気回復は緩やかなものとなりました。 

    住宅業界におきましても、こうした経済環境を背景に、平成１６年１２月末に始まる段階的な減税規模縮小

による一時的な駆け込み需要が見られたものの、雇用・所得環境は緩やかな改善に留まり、個人消費も低調に

推移したことから、依然として厳しい水準で推移いたしました。 

    こうした厳しい経営環境の中､当社では支店経営の強化と「新築戸建事業」、「リフォーム事業」、「戸建建

売分譲事業」、「賃貸住宅事業」の各事業部門の体制を構築するために、営業力・提案力を強化するための社

内研修、訓練など人材育成に注力するとともに、お客様ニーズに対応した商品開発に取り組み、お客様満足経

営の向上と地域密着型営業展開を積極的に推進してまいりました。 

    また、経営効率を向上させるために、施工技術・施工能力・品質の向上を図り、工期の短縮、原価の低減と

経費の圧縮・削減に取り組み、業績改善・企業体質の強化に努めてまいりました。 

    以上の結果、売上高は３２,１４３百万円（対前年比２．６％減）となり、利益につきましては、経常損失 

３,９２５百万円、中間純損失４,３７５百万円となりました。 

 

 （２）部門別営業概況 

   ＜住宅事業＞ 

      住宅事業におきましては、日本の家の原点を追求し、日本文化を大切にし、伝統工法の木造軸組工法と

先進の技術の新木造システムを組み合わせ、永く住むための条件を追求した「日本の家 やまと」を中心

に営業展開を行ないました。 

      提案住宅商品として、一次取得層向け、子育て世代のための「ファーストステージ レジエ」と家造り

の本物志向のニーズに応えた「セカンドステージ バリューラ」を、平成１６年２月に新商品として発売

しました。同等価格で、従来よりもワンランク上の設備仕様を備えたコストパフォーマンスの高い商品と

なっております。 

      また、お客様満足経営を更に充実させるために、お客様コールセンター（２４時間電話対応システム）

を設置し、お客様の満足・安心感を向上させるサービス体制を整備いたしました。 

      こうした営業努力の結果、当上半期の住宅事業の受注高は３３，０５０百万円（対前年比８．５％減）

となりました。なお、当事業の売上高は２４,２７９百万円(対前年比３．１％減)となり、営業損失は 

２,０４８百万円となりました。 

 

   ＜ホテル事業＞ 

      ホテル事業におきましては、多様化するお客様のニーズに対応するとともに、質の高いサービスと商品

の提供を目指し、新商品の企画・開発、会員組織の拡充を行なってまいりました。また、ホームページ等

の情報サービス強化、インターネットの活用による販売促進を推進し、積極的な営業活動を展開するとと

もに、売上の増加に努めてまいりました。 

      材料費・人件費などの営業コスト削減以外にも、設備の保守関係など設備コストの削減対策を検討し実

施しております。 

      以上の結果、当事業の売上高は５,３５４百万円(対前年比２．７％減)となり、営業損失は３百万円とな

りました。 
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   ＜ビール・飲料事業＞ 

      ビール事業におきましては、大手量販店などへの販売網の拡充を強化し、売上の推進を図るとともに、

ＪＲ東海・西日本との提携による「銀河鉄道ビール」（松本零士氏デザイン）やＣＤ付き「美空ひばりオ

リジナルギフト」の販売を行なうなど、新企画による販売に積極的に取り組んでおります。また、みのも

んた氏をイメージキャラクターとして起用したテレビ広告等の媒体を通じて、「銀河高原ビール」のブラ

ンドイメージの向上と販売促進に努めております。 

      以上の結果、当事業の売上高は２,４３１百万円（対前年比５．７％増）となり、営業損失は５５１百万

円となりました。 

 

   ＜その他事業＞ 

      その他事業におきましては、海外農場の経営、オフィスビルの賃貸などの事業を行なっております。 

      海外農場の経営につきましては、この事業からの撤退を決定しており、I.N.A.FARM CORPORATION の清算

を進めており、営業活動はしておりません。なお、当社が保有しておりました農場については、全て売却

し、資金の回収も終了しております。 

オフィスビルの賃貸は、安定した収入を上げております。 

      以上の結果、当事業の売上高は７６百万円（対前年比３６．０％減）となり、営業利益は２５百万円と

なりました。 

 

 

 ２．通期の見通し 

    今後のわが国経済につきましては、緩やかな回復基調が続くものと思われますが、イラク情勢や原油価格高

騰など不安要因もあり、景気の先行きには未だ予断を許さないものがあります。 

    住宅業界におきましても、雇用環境と個人消費にやや明るさが見えているものの本格的な回復には至ってお

らず、厳しい経営環境が続くものと予想されます。 

    このような経営環境の中、当社グループはお客様満足経営をさらに向上させるために、お客様のニーズに対

応した商品開発に取り組むとともに、継続して営業力・提案力を強化するために社内研修・訓練など人材育成

に注力し、お客様満足経営の向上と地域密着型営業展開を積極的に推進するとともに、経費の圧縮・削減を図

り、収益力向上に努めてまいります。 

    住宅事業におきましては、組織力と営業力を強化するため、平成１６年４月３０日付にて、ブロックの再編

を実施し、全国ブロックを従来の８ブロック体制から１３ブロック体制といたしました。このブロック体制を

基に、受注が順調な「リフォーム事業」のほか「戸建建売分譲事業」、「賃貸住宅事業」の３部門を最大限に

活かし、新築部門に加えて、受注・売上の拡大に努めてまいります。 

    お客様満足を最優先に競争力のある新商品の開発に努め、「新木造ボックスシステム」と「メーターモジュ

ールの家」の品質向上に努めてまいります。 

    また、経営の効率化を図るため、工期の短縮、原価の低減と経費の圧縮・削減に取り組み、業績改善・企業

体質の強化を行なってまいります。 

    ホテル事業におきましては、お客様のニーズに合った新商品の開発に注力し、積極的な営業活動を通じ、売

上拡大に努めてまいります。また、原価の低減と営業コストの削減を行ない、経営効率を改善し、収益体質の

強化を図ってまいります。 

    ビール事業におきましては、大手量販店などへの販売網の拡充と新商品の開発・販売展開を行なうとともに、

ＴＶ広告等の媒体を通じて、ブランドイメージの向上による販売増大に努めてまいります。 

    また、生産部門の効率化による原価コストの引き下げ、配送コストの改善、経費の削減に取り組み、収益力

向上による赤字の圧縮に努めてまいります。 

    なお、これらの諸施策を着実に実施することにより、通期の業績見通しにつきましては下記の通りでありま

す。 
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記 

 

通期業績予想（平成１５年１１月 １日～平成１６年１０月３１日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

連 結 

百万円 

９５，０００ 

（対前期比 ２．３％増） 

百万円 

３，５００ 

（対前期比１１８．０％増） 

百万円 

１，４００ 

（対前期比 ４１．６％減） 

単 独 

百万円 

７６，７００ 

（対前期比 １．３％減） 

百万円 

２，１００ 

（対前期比 ２６．５％減） 

百万円 

５５０ 

（対前期比 ２０．９％増） 
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財政状態 

 １．キャッシュ・フローの状況 

    当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によ

り６,７６１百万円減少、投資活動及び財務活動により６,８３１百万円増加となり、前連結会計年度と比べ、

６８百万円増加し、当中間連結会計期間末には１,４０３百万円となりました。 

 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

     当中間連結会計期間において営業活動による資金の減少は６,７６１百万円となりました。これは、税金等

調整前中間純損失が４,１２２百万円でしたが、売上債権の減少が１,９８５百万円、未成工事受入金の増加

が２,３２０百万円あったものの、仕入債務の減少が７,６０３百万円あったことによるものであります。 

 

   （投資活動によるキャッシュ･フロー） 

     当中間連結会計期間において投資活動による資金の減少は２０４百万円となりました。これは、主に有形

固定資産（展示場）の売却に伴う収入３０７百万円と、有形固定資産（展示場）による支出５６３百万円が

あったことによるものであります。 

 

   (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

     当中間連結会計期間において財務活動による資金の増加は７,０３５百万円となりました。これは、短期借

入金の純増加額４，１３９百万円、長期借入金による収入５００百万円や社債発行による収入６,０００

百万円がありましたが、長期借入金の返済３,４０１百万円があったことなどによるものであります。 

 

      なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次の通りであります。 

 

 第３６期中間期 

（平成１６年 ４月期） 

第３５期中間期 

（平成１５年 ４月期） 

第３５期 

（平成１５年１０月期） 

株主資本比率 （％） ９．４ ７．１ １４．３ 

時価ベースの株主資本比率 （％） １３．７ ６．７ ９．９ 

債務償還年数 （年） －  －  ８．５ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ －  －  ４．５ 

(注) １．株主資本比率：株主資本／総資産 

   ２．時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

   ３．債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   ４．インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払 

     (１)各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

     (２)株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

     (３)営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロ

ーを使用しております。 

       有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を

対象としております。また、利払については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息支払額を使

用しております。 

     (４)営業キャッシュ・フローがマイナスのため、債務償還年数、及びインタレスト・カバレッジ・レ

シオの表示はしておりません。 

 

 ２．通期の財政状態の見通し（連結） 

    平成１６年１０月期は、期末有利子負債残高は前期比約４，０００百万円減少し、４０，０００百万円となる見

通しであります。 
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  中間連結財務諸表等   
 

１．中間連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 

(平成１５年４月３０日) 

当中間連結会計期間末 

(平成１６年４月３０日) 

前 連 結 会 計 年 度 の 

要 約 連 結 貸 借 対 照 表 

(平成１５年１０月３１日) 

期   別 

 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

  （資産の部）  ％  ％  ％ 

Ⅰ．流  動  資  産       

 現 金 預 金 ※1 ２,６９８  ２,８５９  ２,７６５  

 受取手形･完成工事未収入金等 ※1 １,９７８  ２,４２５  ４,４４３  

 有 価 証 券  ２８７  ３０４  ２８７  

 未 成 工 事 支 出 金  ６,４４１  ５,８９５  ５,１９１  

 そ の 他 た な 卸 資 産  ４,１２７  ４,１９６  ４,２８７  

 繰 延 税 金 資 産  ７９２  １,３０７  ５１６  

 そ の 他 ※1 ２,０９８  ３,４１２  ３,５３３  

 貸 倒 引 当 金  △ １９４  △ ３０５  △ ２８７  
         

 流 動 資 産 合 計  １８,２３１ 23.3 ２０,０９７ 24.9 ２０,７３８ 24.8 

        

Ⅱ．固  定  資  産        

 有 形 固 定 資 産        

 建 物 ・ 構 築 物 ※1 ４２,３６２  ４３,０３６  ４３,１２２  

 機 械 ・ 運 搬 具 ・ 備 品 ※1 ８,０００  ８,７４０  ８,６９６  

 土 地 ※1 １５,５９５  １５,７８０  １５,８５６  

 そ の 他  ３８１  ４６７  １６７  

 減 価 償 却 累 計 額  △ ２１,３３９  △ ２４,１１８  △ ２３,２２２  
         

 有 形 固 定 資 産 合 計  ４５,０００  ４３,９０５  ４４,６２０  

         

 無 形 固 定 資 産  ６４７  ６１５  ６３７  

         

 投 資 そ の 他 の 資 産        

 投 資 有 価 証 券  ６６５  ４７９  ４９７  

 長 期 貸 付 金 ※1 ４,９２１  ６,０７１  ６,４２３  

 破 産 債 権 ・ 更 生 債 権 等  ２,３３４  ２,１３９  ２,１４５  

 繰 延 税 金 資 産  ９,１４６  ７,８８２  ８,９２１  

 そ の 他  ２,０４７  ２,２４４  ２,１９２  

 貸 倒 引 当 金  △ ４,６３７  △ ２,６８０  △ ２,６７９  
         

 投 資 等 合 計  １４,４７８  １６,１３６  １７,５００  
         

 固 定 資 産 合 計  ６０,１２６ 76.7 ６０,６５７ 75.1 ６２,７５８ 75.2 

         

 資 産 合 計  ７８,３５７ 100.0 ８０,７５４ 100.0 ８３,４９７ 100.0 
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（単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 

(平成１５年４月３０日) 

当中間連結会計期間末 

(平成１６年４月３０日) 

前 連 結 会 計 年 度 の 

要 約 連 結 貸 借 対 照 表 

(平成１５年１０月３１日) 

期   別 

 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

  （負債の部）  ％  ％  ％ 

Ⅰ．流  動  負  債       

 工 事 未 払 金 等  ７,７４５  ７,６６０  １５,２６４  

 短 期 借 入 金 ※1 ３１,７９０  ３３,０３７  ２８,６００  

 一 年 内 償 還 予 定 の 社 債  ４００  １,６００  ４００  

 未 成 工 事 受 入 金  ８,１３８  ７,３２８  ５,００８  

 賞 与 引 当 金  ９０６  ７７９  ９４１  

 完 成 工 事 補 償 引 当 金  ２３６  ２６５  ２４６  

 そ の 他 ※1 ３,７００  ２,９０２  ３,２７４  
         

 流 動 負 債 合 計  ５２,９１７ 67.5 ５３,５７５ 66.4 ５３,７３５ 64.3 

        

Ⅱ．固  定  負  債        

 社 債  １,６００  ６,０００  １,４００  

 長 期 借 入 金 ※1 １５,６９３  １０,３７７  １３,６２６  

 退 職 給 付 引 当 金  １,４７２  ２,０４２  １,６８３  

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ４７６  ５４１  ５１４  

 持 分 法 適 用 に 伴 う 負 債  ９４  －   ２３  

 そ の 他  ５６８  ５９４  ５９７  
         

 固 定 負 債 合 計  １９,９０４ 25.4 １９,５５６ 24.2 １７,８４５ 21.4 

        

 負 債 合 計  ７２,８２２ 92.9 ７３,１３１ 90.6 ７１,５８０ 85.7 

        

        

  （資本の部）        

Ⅰ．資 本 金  ７,８７３ 10.0 ７,８７３ 9.7 ７,８７３ 9.4 

Ⅱ．資 本 剰 余 金  ６,９１０ 8.8 ６,９１０ 8.6 ６,９１０ 8.3 

Ⅲ．利 益 剰 余 金  △ ９,２４８ △11.7 △ ７,２４７ △9.0 △ ２,８７２ △3.4 

Ⅳ．その他有価証券評価差額金  １ 0.0 １７ 0.0 ３ 0.0 

Ⅴ．為 替 換 算 調 整 勘 定  ０ 0.0 ７６ 0.1 ５ 0.0 

Ⅵ．自 己 株 式  △ ２ △0.0 △ ５ △0.0 △ ３ △0.0 
        

 資 本 合 計  ５,５３５ 7.1 ７,６２３ 9.4 １１,９１６ 14.3 
        

 負 債 及 び 資 本 合 計  ７８,３５７ 100.0 ８０,７５４ 100.0 ８３,４９７ 100.0 
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２．中間連結損益計算書 

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年 ４月３０日 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 

自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１６年 ４月３０日 

前 連 結 会 計 年 度 の 

要 約 連 結 損 益 計 算 書 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

期   別 

 

 

 

科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比 

  ％  ％  ％ 

Ⅰ．売 上 高 ※1 ３２,９９０ 100.0 ３２,１４３ 100.0 ９２,８４４ 100.0 

Ⅱ．売  上  原  価  ２３,２０４ 70.3 ２３,００９ 71.6 ６８,１７９ 73.4 
        

 売 上 総 利 益  ９,７８５ 29.7 ９,１３３ 28.4 ２４,６６４ 26.6 
        

Ⅲ．販売費及び一般管理費 ※2 １２,５２８ 38.0 １２,２０４ 38.0 ２１,８２２ 23.5 
        

 営 業 利 益（△損失）  △ ２,７４３ △8.3 △ ３,０７０ △9.6 ２,８４２ 3.1 
 

        

Ⅳ．営 業 外 収 益  １１２ 0.3 １５４ 0.5 ３４７ 0.3 

 受 取 利 息  ３８  ８４  ８８  

 保 険 積 立 金 解 約 収 入  ２５  －   ２５  

 そ の 他  ４９  ７０  ２３３  

Ⅴ．営 業 外 費 用  １,１０６ 3.4 １,００９ 3.1 １,５８４ 1.7 

 支 払 利 息  ５３４  ５３２  １,１２９  

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  １１３  －   －   

 持 分 法 に よ る 投 資 損 失  ３５５  １１２  ３２９  

 そ の 他  １０２  ３６４  １２６  
         

 経 常 利 益（△損失）  △ ３,７３７ △11.4 △ ３,９２５ △12.2 １,６０５ 1.7 

        

Ⅵ．特 別 利 益  ４９４ 1.5 ５ 0.0 ２,５０５ 2.7 

 固 定 資 産 売 却 益  ３０  ３  ２７  

 貸 倒 引 当 金 戻 入 益  ４６０  －   ２,４４７  

 そ の 他 特 別 利 益  ３  １  ３０  

Ⅶ．特 別 損 失  １７８ 0.5 ２０２ 0.6 ５８６ 0.6 

 固 定 資 産 売 却 損  ７９  １  １２７  

 固 定 資 産 除 却 損  ７  １９  ６５  

 固 定 資 産 評 価 損  －   －   ２９  

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  －   －   ９１  

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  －   １  １０９  

 退職給付会計基準変更時差異償却額  ７１  ７１  １６３  

 厚生年金基金代行部分返上損  －   １０８  －   

 そ の 他 特 別 損 失  ２０  －   １  
        

 税 金 等 調 整 前 

中間(当期)純利益(△損失) 

 
△ ３,４２１ △10.4 △ ４,１２２ △12.8 ３,５２４ 3.8 

 法人税、住民税及び事業税  ５５ 0.2 １４ 0.1 １２５ 0.1 

 法 人 税 等 調 整 額   ５００ 1.5 ２３８ 0.7  １,０００ 1.1 
         

 中間(当期)純利益(△損失)  △ ３,９７７ △12.1 △ ４,３７５ △13.6  ２,３９８ 2.6 
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３．中間連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年 ４月３０日 

当 中 間 連 結 会 計 期間 

自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１６年 ４月３０日 

前 連 結 会 計 年 度 の 

連 結 剰 余 金 計 算 書 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

期   別 

 

 

 

科   目 金   額 金   額 金   額 

 （資本剰余金の部）        

Ⅰ． 資 本 剰 余 金 期 首 残 高   ６,９１０  ６,９１０  ６,９１０ 

Ⅱ． 資 本 剰 余 金 増 加 高        

 自 己 株 式 処 分 差 益  －  －  ０ ０ －  －  

Ⅲ． 資 本 剰 余 金 期 末 残 高   ６,９１０  ６,９１０  ６,９１０ 

         

         

 （利益剰余金の部）        

Ⅰ． 利 益 剰 余 金 期 首 残 高   △５,２７０  △２,８７２  △５,２７０ 

Ⅱ． 利 益 剰 余 金 増 加 高        

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益  －  －  －  －  ２,３９８ ２,３９８ 

Ⅲ． 利 益 剰 余 金 減 少 高        

 中 間 ( 当 期 ) 純 損 失  ３,９７７ ３,９７７ ４,３７５ ４,３７５ －  －  

Ⅳ． 利 益 剰 余 金 中 間 期 末 残 高   △９,２４８  △７,２４７  △２,８７２ 
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４．中間連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

期   別 

 

 

科   目 

前中間連結会計期間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年 ４月３０日 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 

自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１６年 ４月３０日 

前連結会計年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

Ⅰ．営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー    
税金等調整前中間(当期)純利益又は 

税金等調整前中間(当期)純損失(△) 
△ ３,４２１ △ ４,１２２  ３,５２４ 

減 価 償 却 費 ９９２  ９７７  ２,２９０ 

貸 倒 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ) 額 △ ３７８  ２１７ △ １,８５７ 

賞 与 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ) 額 △ ７６ △ １６２ △ ４２ 

退職給付引当金及び役員退職慰労引当金の増加･減少(△)額 ３０６  ３８６  ５４５ 

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ ３８ △ ８４ △ ８８ 

支 払 利 息 ５３４  ５３２  １,１２９ 

投 資 有 価 証 券 関 連 損 益 １８ △ １  ９１ 

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 ３５５  １１２  ３２９ 

有 形 固 定 資 産 関 連 損 益 ５６  １７  １９３ 

売 上 債 権 の 減 少 ・ 増 加 ( △ ) 額 １,２９１  １,９８５ △ １,１８０ 

未成工事支出金の減少・増加(△)額 △ １,３７４ △ ７０４ △ １２４ 

その他たな卸資産の減少・増加(△)額 １３３  ９０ △ ７１ 

仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ) 額 △ ４,３２７ △ ７,６０３  ３,１７０ 

未成工事受入金の増加・減少(△)額 ２,１５７  ２,３２０ △ ９７２ 

未 払 消 費 税 等 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ) 額 ７５ △ １４５  １０４ 

そ の 他 １１９ △ ４４ △ ７８９ 

小 計 △ ３,５７２ △ ６,２２８  ６,２５０ 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ３３  １３１  １８１ 

利 息 の 支 払 額 △ ５３４ △ ５３０ △ １,１４０ 

法 人 税 等 の 支 払 額 △ １０１ △ １３３ △ １０７ 

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ４,１７４ △ ６,７６１  ５,１８０ 

     

Ⅱ．投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー      

定 期 預 金 の 純 減 少 額 △ ６３４ △ ２５ △ ６２５ 

有 価 証 券 の 純 増 加 額 △ ２２ △ １６ △ ２２ 

有形・無形固定資産の取得による支出 △ ４８６ △ ５６３ △ ８０３ 

有形・無形固定資産の売却による収入 ８８１  ３０７  １,１００ 

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ ３ － △ ２１ 

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 －  １２  １５０ 

貸 付 に よ る 支 出 △ ２８０ △ １２４ △ ６７３ 

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 １９６  ２４４  ３３５ 

新 規 連 結 子 会 社 に よ る 収 入 － －  ３５ 

保 険 積 立 金 支 出 △ ４３ △ ３９ △ ４５ 

保 険 積 立 金 解 約 収 入 ４８ －  ２６ 

そ の 他 △ ４５４  ０ △ ４８５ 

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ７９８ △ ２０４ △ １,０２７ 

     

Ⅲ．財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー      

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 ７,７３３  ４,１３９  ２,０５１ 

長 期 借 入 に よ る 収 入 ３７０  ５００  ３７０ 

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ ３,１８８ △ ３,４０１ △ ６,３５４ 

社 債 の 発 行 に る 収 入 ２,０００  ６,０００  ２,０００ 

社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ ２,０００ △ ２００ △ ２,２００ 

自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 △ １ △ ２ △ ２ 

自 己 株 式 売 却 に よ る 収 入  －  ０  － 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ４,９１３  ７,０３５ △ ４,１３５ 

     

Ⅳ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 ０ △ ０ △ ０ 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加(△減少)額 △ ５９  ６８  １６ 

Ⅵ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 １,３１７  １,３３４  １,３１７ 

Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 １,２５８  １,４０３  １,３３４ 
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５．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

（１）連結の範囲に関する事項 

①連結子会社数 ５社 

主要な連結子会社の名称 

㈱ホテル東日本 

銀河高原ビール㈱ 

㈱東日本ウッドワークス北海道 

 なお、前連結会計年度において連結子会社でありました高原販売㈱については、平成１５年８月

２８日に特別清算が結了したため、当中間連結会計期間より連結の範囲から除外しております。 

 

②主要な非連結子会社の名称 

宝くじ神社㈱ 

東日本プレカットワークス㈱ 

東日本テック㈱ 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていな

いため連結の範囲から除外しております。 

 

 

（２）持分法の適用に関する事項 

①持分法適用の非連結子会社数 ２社 

   非連結子会社の名称 

   宝くじ神社㈱ 

   東日本テック㈱ 

 

②持分法適用の関連会社数   ２社 

   関連会社の名称 

   東日本沢内総合開発㈱ 

   ㈱東日本ウッドワークス中部 

 

③持分法を適用していない非連結子会社（東日本プレカットワークス㈱他）は、中間連結純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。 

 

④債務超過となっている持分法適用関連会社については、「持分法会計に関する実務指針について」

（会計制度委員会報告第９号）に基づき、親会社の実質負担額を計上しております。 

また、持分法適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、中間決算

日と中間連結決算日の差異が３ヶ月以内の会社については、各社の中間会計期間にかかる中間財務

諸表を使用し、中間決算日と中間連結決算日の差異が３ヶ月を超える会社については、中間連結決

算日で仮決算を行った中間財務諸表を使用しております。 
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（３）連結子会社の中間決算日等に関する事項 

     連結子会社の中間決算日は、すべて中間連結決算日と異なっており、次のとおりであります。 

         会社名         中間決算日  

    銀河高原ビール㈱         ３月３１日  ※１ 

    I.N.A FARM CORPORATION     ２月２８日  ※１ 

    ㈱東日本ウッドワークス北海道   ２月２８日  ※１ 

    ㈱ホテル東日本          ３月３１日  ※１ 

    東日本ハウスサービス㈱      ３月３１日  ※１ 

     ※１：連結子会社の中間決算日現在の中間財務諸表を使用しております。なお、連結子会社の

中間決算日から中間連結決算日までに発生した重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。 

 

（４）会計処理基準に関する事項 

①重要な資産の評価基準及び評価方法 

(ｲ)有価証券 

満期保有目的債券・・・・償却原価法（定額法） 

その他の有価証券 

  時価のあるもの・・・中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの・・・移動平均法による原価法 

(ﾛ)たな卸資産 

住宅事業・・・・・主として個別法による原価法 

ホテル事業・・・・最終仕入原価法 

ビール事業・・・・総平均法による原価法 

(ﾊ)デリバティブ・・・・時価法 

 

②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(ｲ)有形固定資産 

住宅事業・・・・・・・主として定率法 

住宅事業以外の事業・・主として定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

   建物・構築物     ７～５０年 

   機械・運搬具・備品  ２～２０年 

(ﾛ)無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

③重要な引当金の計上基準 

(ｲ)貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(ﾛ)完成工事補償引当金 

完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、当中間連結会計期間末に至る１年間の完成工事高及

び販売用建物売上高に対し、過去の補修実績に基づく将来の見積補償額を計上しております。 
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(ﾊ)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

(ﾆ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、５年間による按分額を費用計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

(ﾎ)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 

④重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、在外子会社等の中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めて計上しており

ます。 

 

⑤重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

⑥重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ)ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理によっております。 

(ﾛ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段   金利スワップ 

ｂ ヘッジ対象   借入金・満期保有目的債券 

(ﾊ)ヘッジ方針 

職務権限規程に基づき代表取締役の稟議決裁を受け、金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジ

しております。 

(ﾆ)ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の適用要件が充足されているため、有効性の評価は省略しております。 

⑦その他中間連結財務諸表作成のための基本となる事項 

(ｲ)消費税等に相当する額の会計処理 

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（５）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手持現金、随時引き

出し可能な預金、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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 注記事項 

 （中間連結貸借対照表関係） 

 
前 中 間 連 結 会 計 期 間 末 

（平成１５年 ４月３０日） 
 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 末 

（平成１６年 ４月３０日） 
 

前 連 結 会 計 年 度 末 

（平成１５年１０月３１日） 
※1 このうち次のとおり借入金等の担保に

供しております。 

 現金預金        800 百万円 

 建物・構築物     23,739 

 機械・運搬具・備品  2,393 

 土地         10,151  

   計        37,085 

担保提供資産に対する債務 

 短期借入金      8,417 百万円 

 その他流動負債     111 

 長期借入金      10,939  

計        19,468 

 

※1 このうち次のとおり借入金等の担保に

供しております。 

 現金預金        840 百万円 

 受取手形･完成工事未収入金等 15 

 その他流動資産     924 

 建物・構築物     22,809 

 機械・運搬具・備品  2,401 

 土地         10,542 

 長期貸付金       363  

   計        37,896 

担保提供資産に対する債務 

 短期借入金      11,204 百万円 

 その他流動負債     129 

 長期借入金      7,948  

計        19,283 

 

※1 このうち次のとおり借入金等の担保に

供しております。 

 現金預金        800 百万円 

 受取手形･完成工事未収入金等 18 

 その他流動資産     948 

 建物・構築物     23,344 

 機械・運搬具・備品  2,589 

 土地         10,546 

 長期貸付金       486  

   計        38,732 

担保提供資産に対する債務 

 短期借入金      6,501 百万円 

 一年内返済予定の長期借入金 4,944 

 その他流動負債     158 

 長期借入金      10,909  

計        22,563 

 

 2 保証債務 

 下記の住宅購入者その他に対する金

融機関の融資等について保証を行って

おります。 

 住宅購入者等 1,802 百万円 

 木材仕入先業者 24 

関係会社 

 東日本沢内総合開発㈱ 1,876 百万円 

 ㈱東日本ウッドワークス中部 321 

 東日本プレカットワークス㈱ 39 

 宝くじ神社㈱ 28 

 東日本テック㈱ 17  

      計 4,109 

 

 なお住宅購入者等に係る保証の大半

は、保証会社が金融機関に対し保証を行

うまでのつなぎ保証であります。 

 2 

  

保証債務 

 下記の住宅購入者その他に対する金

融機関の融資等について保証を行って

おります。 

 住宅購入者等 1,857 百万円 

 

関係会社 

 東日本沢内総合開発㈱ 1,725 百万円 

 ㈱東日本ウッドワークス中部 533 

 東日本プレカットワークス㈱ 26 

 宝くじ神社㈱ 16 

 東日本テック㈱ 11  

      計 4,170 

 

 なお住宅購入者等に係る保証の大半

は、保証会社が金融機関に対し保証を行

うまでのつなぎ保証であります。 

 2 

  

保証債務 

 下記の住宅購入者その他に対する金

融機関の融資等について保証を行って

おります。 

 住宅購入者等 5,244 百万円 

 

関係会社 

 東日本沢内総合開発㈱ 1,829 百万円 

 ㈱東日本ウッドワークス中部 252 

 東日本プレカットワークス㈱ 33 

 宝くじ神社㈱ 22 

 東日本テック㈱ 14  

      計 7,397 

 

 なお住宅購入者等に係る保証の大半

は、保証会社が金融機関に対し保証を行

うまでのつなぎ保証であります。 

 

 

 

（中間連結損益計算書関係） 

 

前 中 間 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年 ４月３０日 

 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 

自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１６年 ４月３０日 

 

前 連 結 会 計 年 度 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 
※1 当社グループの売上高は、通常の営業の

形態として、連結会計年度の上半期の売

上高と下半期の売上高との間に著しい

相違があります。 

 

※1  

同  左 

※1  

―――――― 

※2 販管費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

 広告宣伝費 508 百万円 

 従業員給料手当 3,622 

 賞与引当金繰入額 512 

 退職給付費用 421 

 役員退職慰労引当金繰入額 27 

 賃借料 1,875 

 減価償却費 931 

 

※2 販管費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

 広告宣伝費 594 百万円 

 従業員給料手当 3,835 

 賞与引当金繰入額 439 

 退職給付費用 297 

 役員退職慰労引当金繰入額 27 

 賃借料 1,965 

 減価償却費 904 

 

※2 販管費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

 広告宣伝費 956 百万円 

 従業員給料手当 6,830 

 賞与引当金繰入額 512 

 退職給付費用 672 

 役員退職慰労引当金繰入額 65 

 賃借料 3,493 

 減価償却費 1,749 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

前 中 間 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年 ４月３０日 

 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 

自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１６年 ４月３０日 

 

前 連 結 会 計 年 度 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 
 1 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成１５年４月３０日現在） 

 

 現金預金勘定 2,698 百万円 

 預金期間が３ヶ月を超える 

 定期預金 △530 

 担保差入定期預金 △805 

 別段預金 △1 

 定期積金 △104  

 現金及び預金同等物 

中間期末残高 1,258 

 

 1 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成１６年４月３０日現在） 

 

 現金預金勘定 2,859 百万円 

 預金期間が３ヶ月を超える 

 定期預金 △470 

 担保差入定期預金 △849 

 別段預金 △0 

 定期積金 △135  

 現金及び預金同等物 

中間期末残高 1,403 

 

 1 １．現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成１５年１０月３１日現在） 

 

 現金預金勘定 2,765 百万円 

 預金期間が３ヶ月を超える 

 定期預金 △470 

 担保差入定期預金 △800 

 別段預金 △35 

 定期積金 △125  

 現金及び預金同等物 

期末残高 1,334 

 

２．株式取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内

訳 

  株式の取得により新たに連結した

ことに伴う連結開始時の資産及び負

債の内訳並びに株式の取得価額と取

得のための支出（純額）との関係は次

のとおりです。 

  

 東日本ハウスサービス㈱ 

 （平成１５年９月３０日現在） 

 流動資産 1,596 百万円 

固定資産 4,182 

流動負債 △4,839 

固定負債 △917 

 連結調整勘定 △22  

株式の取得価額 0 

 現金及び現金同等物 35  

 差引：取得による収入 35 
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（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

 

   前中間連結会計期間（自 平成１４年１１月 １日 至 平成１５年 ４月３０日）      （単位：百万円） 

 住 宅 

事 業 

ホ テ ル 

事 業 

ビール・

飲料事業 

そ の 他 

事 業 
計 

消去又は 

全  社 
連 結 

Ⅰ. 売上高及び営業損益         

   売 上 高         

(1)外部顧客に対する売上高             25,064 5,504 2,300 120 32,990 － 32,990 

(2)セグメント間の内部売上高 

 又は振替高 
－ 7 66 － 74 (74) － 

 計  25,064 5,512 2,366 120 33,064 (74) 32,990 

 営 業 費 用  26,655 5,560 2,893 144 35,255 478 35,733 

 営 業 損 失  1,590 48 527 24 2,190 552 2,743 

 

 

   当中間連結会計期間（自 平成１５年１１月 １日 至 平成１６年 ４月３０日）      （単位：百万円） 

 住 宅 

事 業 

ホ テ ル 

事 業 

ビール・

飲料事業 

そ の 他 

事 業 
計 

消去又は 

全  社 
連 結 

Ⅰ. 売上高及び営業損益         

   売 上 高         

(1)外部顧客に対する売上高             24,279 5,354 2,431 76 32,143 － 32,143 

(2)セグメント間の内部売上高 

 又は振替高 
－ 3 54 － 58 (58) － 

 計  24,279 5,358 2,486 76 32,201 (58) 32,143 

 営 業 費 用  26,328 5,362 3,038 51 34,779 434 35,214 

 営 業 利 益 

(又は営業損失) 

 
(2,048) (3) (551) 25 (2,578) (492) (3,070) 

 

 

   前連結会計年度（自 平成１４年１１月 １日 至 平成１５年１０月３１日）         （単位：百万円） 

 住 宅 

事 業 

ホ テ ル 

事 業 

ビール・

飲料事業 

そ の 他 

事 業 
計 

消去又は 

全  社 
連 結 

Ⅰ. 売上高及び営業損益         

   売 上 高         

(1)外部顧客に対する売上高             76,276 11,157 5,213 196 92,844 － 92,844 

(2)セグメント間の内部売上高 

 又は振替高 
－ 19 115 － 135 (135) － 

 計  76,276 11,177 5,329 196 92,979 (135) 92,844 

 営 業 費 用  71,589 10,868 6,446 194 89,099 902 90,001 

 営 業 利 益 

(又は営業損失) 

 
4,686 309 (1,116) 1 3,880 (1,038) 2,842 

 

 

  （注）１．事業区分の方法 

        事業区分は事業の種類、販売市場等を考慮して決定しており、事業区分毎の主な内容は次のとおり

であります。 

事業区分 主  要  な  内  容 

住宅事業 一般住宅、集合住宅の請負建築工事、建売住宅、住宅用宅地の販売、住宅部

材の製造販売 

ホテル事業 ホテル業、レストランの経営、披露宴・パーティー等の請負に関する事業 

ビール・飲料事業 ビールの製造・販売、ワインの輸入・販売 

その他事業 農場の経営、オフィスビルの賃貸等 
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     ２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用       （単位：百万円） 

 前中間連結 

会 計 期 間 

当中間連結 

会 計 期 間 

前 連 結 

会 計 年 度 
主 な 内 容 

消去又は全社の

項目に含めた配

賦不能営業費用

の金額 

５５１ ４９９ １,０３３ 
主なものは親会社の総務部等管理

部門に係る費用であります。 

 

 ２．所在地別セグメント情報 

 

   前中間連結会計期間（自 平成１４年１１月 １日 至 平成１５年 ４月３０日） 

     全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を超えているため、記載を省略してお

ります。 

 

   当中間連結会計期間（自 平成１５年１１月 １日 至 平成１６年 ４月３０日） 

     全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を超えているため、記載を省略してお

ります。 

 

   前連結会計年度（自 平成１４年１１月 １日 至 平成１５年１０月３１日） 

     全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を超えているため、記載を省略してお

ります。 

 

 

 ３．海外売上高 

 

   前中間連結会計期間（自 平成１４年１１月 １日 至 平成１５年 ４月３０日） 

     海外売上高が連結売上高の１０％未満で重要性がないため、記載を省略しております。 

 

   当中間連結会計期間（自 平成１５年１１月 １日 至 平成１６年 ４月３０日） 

     海外売上高が連結売上高の１０％未満で重要性がないため、記載を省略しております。 

 

   前連結会計年度（自 平成１４年１１月 １日 至 平成１５年１０月３１日） 

     海外売上高が連結売上高の１０％未満で重要性がないため、記載を省略しております。 
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（リース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

前中間連結会計期間末 

（平成１５年 ４月３０日） 

当中間連結会計期間末 

（平成１６年 ４月３０日） 
  

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累計額相当額 

中 間 期 末 

残高相当額 

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累計額相当額 

中 間 期 末 

残高相当額 

 

建物・構築

物

百万円 

３,１３７ 

百万円 

１,６０１ 

百万円 

１,５３５ 

百万円 

２,９６２ 

百万円 

１,８２９ 

百万円 

１,１３３ 

機械・運搬

具 ・ 備 品 
４,２３６ ２,２８７ １,９４９ ４,０９１ ２,６４９ １,４４１ 

合 計 ７,３７３ ３,８８８ ３,４８４ ７,０５４ ４,４７８ ２,５７５ 

 

前 連 結 会 計 年 度 末 

（平成１５年１０月３１日） 
  

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累計額相当額 

期 末 

残高相当額 

 

建物・構築

物

百万円 

２,８８４ 

百万円 

１,６０５ 

百万円 

１,２７９ 

機械・運搬

具 ・ 備 品 
４,１９４ ２,４４１ １,７５３ 

合 計 ７,０７９ ４,０４６ ３,０３２ 

 

 

  ２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

 前中間連結会計期間末 

（平成１５年 ４月３０日） 

当中間連結会計期間末 

（平成１６年 ４月３０日） 

前 連 結 会 計 年 度 末 

（平成１５年１０月３１日） 

 百万円 百万円 百万円 

一 年 以 内 １,３０６ １,１８３ １,２８０ 

一 年 超 ２,３２８ １,５２１ １,８９８ 

合 計 ３,６３４ ２,７０５ ３,１７９ 

 

  ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 前 中 間 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年 ４月３０日 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 

自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１６年 ４月３０日 

前 連 結 会 計 年 度 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

 百万円 百万円 百万円 

支 払 リ ー ス 料 ７６０ ７１７ １,５０７ 

減価償却費相当額 ６８５ ６４０ １,３６３ 

支払利息相当額 ６７ ５２ １２７ 

 

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

  ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 
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（有価証券の時価等） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 

（平成１５年４月３０日） 

当中間連結会計期間末 

（平成１６年４月３０日） 

前連結会計年度末 

（平成１５年１０月３０日） 
 

取得原価 
中間連結貸借 

対照表計上額 
差額 取得原価 

中間連結貸借 

対照表計上額 
差額 取得原価 

連結貸借 

対照表計上額 
差額 

(１)株式 ２６ ２６ ０ ４５ ７３ ２８ ４５ ５０ ５ 

(２)その他 １５８ １６１ ２ － － － ８ １１ ２ 

計 １８４ １８７ ２ ４５ ７３ ２８ ５３ ６１ ７ 

 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

(単位:百万円) 

前中間連結会計期間末 

（平成１５年４月３０日） 

当中間連結会計期間末 

（平成１６年４月３０日） 

前連結会計年度末 

（平成１５年１０月３０日） 

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

(１)満期保有目的の債券    

   劣後債券 １００ １００ １００ 

   外国金融公社債 １１ １１ １０ 

(２)その他有価証券    

非上場株式 

(店頭売買銘柄を除く) 
４４ ６２ ６２ 

割引金融債 ２８７ ３０４ ２８７ 

 

 

 

 

（デリバティブ取引） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

   (１)通貨関連 

                                              （単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 

（平成１５年 ４月３０日） 

当中間連結会計期間末 

（平成１６年 ４月３０日） 

前 連 結 会 計 年 度 末 

（平成１５年１０月３１日） 種  類 

契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益 

為替予約取引          

 買 建          

  ユ ー ロ １０ １０ ０ － － － １０ １０ △０ 

  英ポンド ９ ９ △０ ９ ９ △０ ９ ９ △０ 

合  計 １９ １９ △０ ９ ９ △０ １９ １９ △０ 

   （注）時価の算定は先物為替相場によっております。 
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 （１株当たり情報） 

 

前 中 間 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年 ４月３０日 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 

自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１６年 ４月３０日 

前 連 結 会 計 年 度 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

１株当たり純資産額  153 円 98 銭 

 

１株当たり中間純損失 110 円 63 銭 

 

 潜在株式調整後 1 株当たり中間純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

１株当たり純資産額  212 円 15 銭 

 

１株当たり中間純損失 121 円 75 銭 

 

 潜在株式調整後 1 株当たり中間純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

１株当たり純資産額  331 円 55 銭 

 

１株当たり当期純利益  66 円 72 銭 

 

 潜在株式調整後 1 株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 
 

   （注）1株当たり中間（当期）純利益又は中間（当期）純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 

 

前中間連結会計期間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年 ４月３０日 

前中間連結会計期間 

自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１６年 ４月３０日 

前連結会計年度 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

中間(当期)純利益又は 

中間(当期)純損失(△) （百万円） 
△3,977 △4,375 2,398 

普通株主に帰属しない金額 

            (百万円) 
－ － － 

普通株式に係る中間(当期)純利益又は

中間(当期)純損失(△)   （百万円） 
△3,977 △4,375 2,398 

期中平均株式数    （ 株 ） 35,951,642 35,937,766 35,947,576 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－ 24 － 

 

  生産、受注及び販売の状況   
 

１．生産実績 

   当社グループが営んでいる事業の大部分を占める住宅事業及びホテル事業は、生産実績を定義することが困難で

あるため、ビール・飲料事業のみ生産実績を記載しております。 

                                             （単位：百万円） 

区   分 

前中間連結会計期間 

自 平成 14 年 11 月    1 日 

至 平成 15 年    4 月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 15 年 11 月    1 日 

至 平成 16 年    4 月 30 日 

前 連 結 会 計 年 度 

自 平成 14 年 11 月    1 日 

至 平成 15 年 10 月 31 日 

ビール・飲料事業 1,866 2,066 4,476 

   (注)金額は販売価額により表示しております。 

 

２．受注状況 

   当社グループでは、当社の受注が大部分を占めているため、当社の受注状況を記載しております。 

（単位：百万円） 

期末繰越工事高  

工 事 別 
期首繰越 

工 事 高 

期中受注 

工 事 高 
計 

期中完成 

工 事 高 
手 持 

工事高 
うち施工高 

期 中 

施工高 

       ％   

建 築 部 門 43,651 35,600 79,252 24,358 54,893 14.9 8,161 26,044 

不動産部門 347 513 860 388 471 － － － 

前中間連結会計期間 

自平成 14年 11月 1 日 

至平成 15年 4月 30日 
計 43,999 36,113 80,112 24,747 55,365 － － － 

建 築 部 門 42,771 32,492 75,264 23,382 51,881 14.0 7,283 24,035 

不動産部門 413 558 972 553 418 － － － 

当中間連結会計期間 

自平成 15年 11月 1 日 

至平成 16年 4月 30日 
計 43,185 33,050 76,236 23,936 52,299 － － － 

建 築 部 門 43,651 73,454 117,106 74,334 42,771 15.5 6,631 74,489 

不動産部門 347 1,341 1,688 1,274 413 － － － 

前連結会計年度 

自平成 14年 11月 1 日 

至平成15年 10月 31日 
計 43,999 74,795 118,794 75,608 43,185 － － － 

 

  （注）１．上記金額は全て販売価額により表示しております。 

     ２．前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更のあるものについては、期中受注工事高にそ

の増減額を含んでおります。従って期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。 

     ３．期末繰越工事高の施工高は、未成工事支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

     ４．期中施工高は（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致します。 

     ５．建築部門の完成工事高は、木造注文住宅の建築施工が冬季の積雪等の影響により下半期に集中する傾向に

あります。 

 

３．販売実績 

   販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

                                               （単位：百万円） 

区   分 

前中間連結会計期間 

自 平成 14 年 11 月    1 日 

至 平成 15 年    4 月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 15 年 11 月    1 日 

至 平成 16 年    4 月 30 日 

前 連 結 会 計 年 度 

自 平成 14 年 11 月    1 日 

至 平成 15 年 10 月 31 日 

住宅事業 25,064 24,279 76,276 

ホテル事業 5,504 5,354 11,157 

ビール・飲料事業 2,300 2,431 5,213 

その他事業 120 76 196 

計 32,990 32,143 92,844 
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平成１６年１０月期  個別中間財務諸表の概要          平成１６年 ６月１８日 
 

会 社 名  東日本ハウス株式会社           登録銘柄 

コ ード番 号  １８７３                 本社所在都道府県  岩手県 

（ＵＲＬ http://www.higashinihon.co.jp） 

代 表 者  役 職 名 代表取締役社長 

        氏    名 成 田 和 幸 
問い合わせ先  責任者役職名 常 務 取 締 役 

        氏    名 小 國 健 司       ＴＥＬ（０１９）６２４－３２６１ 

決算取締役会開催日  平成１６年 ６月１８日       中間配当制度の有無    有 

中間配当支払開始日  平成 －年 －月 －日       単元株制度採用の有無 有（１単元１０００株） 
 
１．１６年 ４月中間期の業績（平成１５年１１月 １日～平成１６年 ４月３０日） 

  (１)経営成績                 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％ 

１６年４月中間期 ２４，９３６ (△ ３．４) △２，７５４ (   － ) △３，８８６ (   － ) 

１５年４月中間期 ２５，８２４ (△ ７．０) △２，２１０ (   － ) △２，６１９ (   － ) 

１５年１０月期 ７７，７０３ (  １．３) ３，５５２ (１２７．２) ２，８５８ (２０６．５) 
 

 
中間（当期）純利益 

1 株当たり中間 

（当期）純利益 

  百万円 ％ 円  銭  

１６年４月中間期 △４，３２７ (   － ) △１２０ ４１ 

１５年４月中間期 △３，６８２ (   － ) △１０２ ４４ 

１５年１０月期 ４５４ (   － ) １２ ６６ 

   (注)１．期中平均株式数 １６年４月中間期３５,９３７,７６６株 １５年４月中間期３５,９５１,６４２株 

               １５年１０月期３５,９４７,５７６株 

     ２．会計処理の方法の変更   無 

     ３．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

  (２)配当状況 

 
１ 株 当 た り 

中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 

年 間 配 当 金 

 円  銭 円  銭  

１６年４月中間期     ０ ００ ―― 

１５年４月中間期     ０ ００ ―― 

１５年１０月期 ――     ０ ００ 

  (３)財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％     円  銭 

１６年４月中間期 ７４，６２９ １０，２４４ １３．７ ２８５ ０９ 

１５年４月中間期 ７５，３５３ １０，４２１ １３．８ ２８９ ９１ 

１５年１０月期 ７５，０２５ １４，５５９ １９．４ ４０５ ０９ 

   (注)１．期末発行済株式数 １６年４月中間期３５,９３３,５４６株  １５年４月中間期３５,９４６,３６３株 

                １５年１０月期３５,９４１,５９６株 

       ２．期末自己株式数   １６年４月中間期   ３１,２９６株  １５年４月中間期   １８,４７９株 

                １５年１０月期   ２３,２４６株 
 
２．１６年１０月期の業績予想（平成１５年１１月 １日～平成１６年１０月３１日） 

１株当たり年間配当金  
売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期  末  

 百万円 百万円  百万円 円  銭 円  銭 

通    期 ７６，７００ ２，１００ ５５０  ０ ００  ０ ００ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  １５円２９銭 
 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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  個別中間財務諸表等   
 

１．中間貸借対照表 

（単位：百万円） 

前 中 間 会 計 期 間 末 

(平成１５年４月３０日) 

当 中 間 会 計 期 間 末 

(平成１６年４月３０日) 

前 事 業 年 度 の 

要 約 貸 借 対 照 表 

(平成１５年１０月３１日) 

期   別 

 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

  （資産の部）  ％  ％  ％ 

Ⅰ．流  動  資  産       

 現 金 預 金 ※2 １,９２３  ２,１２８  ２,０７４  

 受 取 手 形  １５  ５  ５  

 完 成 工 事 未 収 入 金  ３０１  ４６５  １,７８８  

 有 価 証 券  ２８７  ３０４  ２８７  

 未 成 工 事 支 出 金  ６,４４１  ５,８９５  ５,１９１  

 販 売 用 不 動 産  ２,９２０  ２,８９０  ３,０２９  

 未 成 分 譲 土 地  ２２７  ２２７  ２２７  

 立 替 金  １３２  １４１  １４４  

 繰 延 税 金 資 産  ７９２  １,３０７  ５１６  

 そ の 他 ※4 ４,２３４  ４,４７０  ４,５３１  

 貸 倒 引 当 金  △ １６５  △ １５８０  △ １５８  
         

 流 動 資 産 合 計  １７,１１２ 22.7 １７,６７７ 23.7 １７,６３７ 23.5 

        

Ⅱ．固  定  資  産        

 有 形 固 定 資 産 ※1 ３５,１６３  ３５,２２５  ３５,６２０  

 建 物 ※2 ３,１０１  ２,９４５  ３,１３４  

 賃 貸 用 建 物 ※2 １６,９４４  １６,６６２  １７,０８７  

 土 地 ※2 １３,１７６  １３,６３１  １３,６２２  

 そ の 他 ※2 １,９４０  １,９８５  １,７７５  

         

 無 形 固 定 資 産  ５７６  ５３６  ５５５  

         

 投 資 そ の 他 の 資 産  ２２,５０２  ２１,１８９  ２１,２１３  

 投 資 有 価 証 券  ５,０３８  ４,８６０  ４,８３６  

 長 期 貸 付 金  １０,５７６  １３,６９９  １１,９５６  

 破 産 債 権 ・ 更 生 債 権 等  ２３,４２７  ３,２０５  ３,２３４  

 繰 延 税 金 資 産  ９,１４６  ７,８８２  ８,９２１  

 そ の 他  １,８０８  １,７７９  １,７２４  

 貸 倒 引 当 金  △ ２７,４９５  △ １０,２３８  △ ９,４５８  
         

 固 定 資 産 合 計  ５８,２４１ 77.3 ５６,９５１ 76.3 ５７,３８８ 76.5 

        

 資 産 合 計  ７５,３５３ 100.0 ７４,６２９ 100.0 ７５,０２５ 100.0 
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（単位：百万円） 

前 中 間 会 計 期 間 末 

(平成１５年４月３０日) 

当 中 間 会 計 期 間 末 

(平成１６年４月３０日) 

前 事 業 年 度 の 

要 約 貸 借 対 照 表 

(平成１５年１０月３１日) 

期   別 

 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

  （負債の部）  ％  ％  ％ 

Ⅰ．流  動  負  債       

 工 事 未 払 金  ７,０７４  ６,５９３  １３,８５４  

 短 期 借 入 金 ※2 ２９,５８２  ２８,３７１  ２３,７０４  

 一 年 内 償 還 予 定 の 社 債  ４００  １,６００  ４００  

 未 払 法 人 税 等  ９９  ４４  １０９  

 未 成 工 事 受 入 金  ８,１３８  ７,３２８  ５,００８  

 預 り 金  １,６２５  １,４１５  １,３７２  

 賞 与 引 当 金  ７５８  ６６６  ８２８  

 完 成 工 事 補 償 引 当 金  ２３６  ２６５  ２４６  

 そ の 他  ８２７  １,２０８  １,００２  
         

 流 動 負 債 合 計  ４８,７４２ 64.7 ４７,４９４ 63.6 ４６,５２６ 62.0 

        

Ⅱ．固  定  負  債        

 社 債  １,６００  ６,０００  １,４００  

 長 期 借 入 金 ※2 １２,３３９  ８,０４１  １０,０７９  

 退 職 給 付 引 当 金  １,３４６  １,８７８  １,５１８  

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ４７６  ５４１  ５１４  

 そ の 他  ４２８  ４２８  ４２８  
         

 固 定 負 債 合 計  １６,１８９ 21.5 １６,８９０ 22.6 １３,９４０ 18.6 

        

 負 債 合 計  ６４,９３２ 86.2 ６４,３８５ 86.2 ６０,４６６ 80.6 

        

  （資本の部）        

Ⅰ．資 本 金  ７,８７３ 10.4 ７,８７３ 10.6 ７,８７３ 10.5 

Ⅱ．資 本 剰 余 金        

 資 本 準 備 金  ５,９２２  ５,９２２  ５,９２２  

 そ の 他 資 本 剰 余 金  ９８７  ９８７  ９８７  

 資本金及び資本準備金減少差益  ９８７  ９８７  ９８７  

 自 己 株 式 処 分 差 益  －   ０  －   

 資 本 剰 余 金 合 計  ６,９１０ 9.2 ６,９１０ 9.3 ６,９１０ 9.2 

Ⅲ．利 益 剰 余 金        

 中 間 未 処 理 損 失   ４,３６０  ４,５５０  ２２３  

 利 益 剰 余 金 合 計  △ ４,３６０ △5.8 △ ４,５５０ △6.1 △ ２２３ △0.3 

Ⅳ．その他有価証券評価差額金  １ 0.0 １７ 0.0 ３ 0.0 

Ⅴ．自 己 株 式  △ ２ △0.0 △ ５ △0.0 △ ３ △0.0 
         

 資 本 合 計  １０,４２１ 13.8 １０,２４４ 13.8 １４,５５９ 19.4 

        

 負 債 資 本 合 計  ７５,３５３ 100.0 ７４,６２９ 100.0 ７５,０２５ 100.0 
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２．中間損益計算書 

（単位：百万円） 

前 中 間 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年 ４月３０日 

当 中 間 会 計 期 間 

自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１６年 ４月３０日 

前 事 業 年 度 

要 約 損 益 計 算 書 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

期   別 

 

 

 

科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比 

  ％  ％  ％ 

Ⅰ．売 上 高 ※1 ２５,８２４ 100.0 ２４,９３６ 100.0 ７７,７０３ 100.0 

Ⅱ．売  上  原  価  ２０,５５０ 79.6 ２０,３３１ 81.5 ６１,３９６ 79.0 
        

 売 上 総 利 益  ５,２７４ 20.4 ４,６０４ 18.5 １６,３０７ 21.0 
        

Ⅲ．販売費及び一般管理費  ７,４８５ 29.0 ７,３５９ 29.5 １２,７５５ 16.4 
        

 営 業 利 益（△損失）  △ ２,２１０ △8.6 △ ２,７５４ △11.0 ３,５５２ 4.6 
 

        

Ⅳ．営 業 外 収 益  １５３ 0.6 １７３ 0.7 ３６９ 0.5 

 受 取 利 息  ８９  １２１  １８８  

 そ の 他  ６４  ５２  １８１  

Ⅴ．営 業 外 費 用  ５６１ 2.2 １,３０５ 5.2 １,０６３ 1.4 

 支 払 利 息  ４４８  ４０９  ８８７  

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  １３  ７７８  ２９  

 そ の 他  ９９  １１７  １４６  
         

 経 常 利 益（△損失）  △ ２,６１９ △10.2 △ ３,８８６ △15.5 ２,８５８ 3.7 

        

Ⅵ．特 別 利 益  ３ 0.0 １ 0.0 ８６０ 1.1 

Ⅶ．特 別 損 失 ※3 ５１８ 2.0 ２０１ 0.8 ２,２０８ 2.9 
        

 税引前中間(当期)純利益(△損失)  △ ３,１３４ △12.2 △ ４,０８６ △16.3  １,５１０ 1.9 

 法人税、住民税及び事業税  ４８ 0.2 ３ 0.0 ５５ 0.0 

 法 人 税 等 調 整 額   ５００ 1.9 ２３８ 1.0  １,０００ 1.3 
         

 中間(当期)純利益（△損失）  △ ３,６８２ △14.3 △ ４,３２７ △17.3  ４５４ 0.6 

 前 期 繰 越 損 失   ６７８  ２２３   ６７８  
         

 中間（当期）未処理損失   ４,３６０  ４,５５０   ２２３  
        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－ 29 － 

 

３．中間財務諸表作成の基本となる事項 

 

  （１）資産の評価基準及び評価方法 

    ①有価証券 

      満期保有目的の債券・・・・・・・償却原価法（定額法） 

      子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法 

      その他有価証券 

        時価のあるもの・・・・・・・中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        時価のないもの・・・・・・・移動平均法による原価法 

    ②たな卸資産 

      未成工事支出金・・・・・・・・・個別法による原価法 

      販売用不動産・・・・・・・・・・個別法による原価法 

      未成分譲土地・・・・・・・・・・個別法による原価法 

 

  （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①有形固定資産 

      重要な賃貸用資産及び平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法、その

他の資産については定率法を採用しております。 

      なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物        ７～５０年 

賃貸用建物    １０～５０年 

    ②無形固定資産 

      定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。 

 

  （３）引当金の計上基準 

    ①貸倒引当金 

      売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

    ②完成工事補償引当金 

      完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、当中間会計期間末に至る１年間の完成工事高及び販売用建物売上

高に対し、過去の補修実績に基づく将来の見積補償額を計上しております。 

    ③賞与引当金 

      従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

    ④退職給付引当金 

      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

      なお、会計基準変更時差異については、５年間による按分額を費用計上しております。 

      数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用計上することとしております。 

    ⑤役員退職慰労引当金 

      役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 

  （４）外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

      外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

 

  （５）リース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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  （６）ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

      特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

      ａ ヘッジ手段  金利スワップ 

      ｂ ヘッジ対象  借入金・満期保有目的債券 

③ヘッジ方針 

      職務権限規程に基づき代表取締役の稟議決裁を受け、金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

      特例処理の適用要件が充足されているため、有効性の評価は省略しております。 

 

  （７）その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

①消費税等に相当する額の会計処理 

      消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 
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 注記事項 

  （中間貸借対照表関係） 
 

前 中 間 会 計 期 間 末 

（平成１５年 ４月３０日） 
 

当 中 間 会 計 期 間 末 

（平成１６年 ４月３０日） 
 

前 事 業 年 度 末 

（平成１５年１０月３１日） 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

18,237 百万円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

19,522 百万円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

18,930 百万円 

※2 このうち次のとおり借入金等の担保に

供しております。 

 定期預金        700 百万円 

 建物         2,323 

 賃貸用建物      16,743 

 機械装置        269 

 土地          8,127  

   計        28,163 

担保提供資産に対する債務 

 短期借入金      6,984 百万円 

 長期借入金       7,259  

計        14,244 

上記のほか、子会社である銀河高原ビ

ール㈱の銀行借入金を担保するため、定

期預金 100 百万円を担保に供しており

ます。 

 

※2 このうち次のとおり借入金等の担保に

供しております。 

 定期預金        740 百万円 

 建物         2,932 

 賃貸用建物      15,987 

 機械装置        251 

 土地          8,573  

   計        28,485 

担保提供資産に対する債務 

 短期借入金      7,241 百万円 

 長期借入金       5,347  

計        12,589 

上記のほか、子会社である銀河高原ビ

ール㈱の銀行借入金を担保するため、定

期預金 100 百万円を担保に供しており

ます。 

 

※2 このうち次のとおり借入金等の担保に

供しております。 

 定期預金        700 百万円 

 建物         2,969 

 賃貸用建物      16,399 

 機械装置        266 

 土地         8,573  

   計        28,907 

担保提供資産に対する債務 

 短期借入金      3,800 百万円 

 一年内返済予定長期借入金  3,547 

 長期借入金       7,067  

計        14,414 

上記のほか、子会社である銀河高原ビ

ール㈱の銀行借入金（当期末残高 64 百

万円）を担保するため、定期預金 100

百万円を担保に供しております。 

 3 

 

 

 

保証債務 

 住宅購入者その他に対する金融機関

の融資について下記のとおり保証を行

っております。 

 住宅購入者等 1,802 百万円 

 木材仕入先業者 24 

関係会社 

 銀河高原ビール㈱ 5,809 百万円 

 東日本沢内総合開発㈱ 1,970 

 ㈱ホテル東日本 1,009 

 ㈱東日本ウッドワークス北海道 343 

 ㈱東日本ウッドワークス中部 321 

 東日本プレカットワークス㈱ 39 

 宝くじ神社㈱ 28 

 東日本テック㈱ 17  

      計 11,366 

 

 なお住宅購入者等に係る保証の大半

は、保証会社が金融機関に対し保証を行

うまでのつなぎ保証であります。 

 3 

  

保証債務 

 住宅購入者その他に対する金融機関

の融資について下記のとおり保証を行

っております。 

 住宅購入者等 1,857 百万円 

 

関係会社 

 銀河高原ビール㈱ 4,296 百万円 

 東日本沢内総合開発㈱ 1,725 

 ㈱ホテル東日本 854 

㈱東日本ウッドワークス中部 533 

 ㈱東日本ウッドワークス北海道 239 

東日本プレカットワークス㈱ 26 

 宝くじ神社㈱ 16 

 東日本テック㈱ 11  

      計 9,561 

 

 なお住宅購入者等に係る保証の大半

は、保証会社が金融機関に対し保証を行

うまでのつなぎ保証であります。 

 3 

  

保証債務 

 住宅購入者その他に対する金融機関

の融資について下記のとおり保証を行

っております。 

 住宅購入者等 5,244 百万円 

 

関係会社 

 銀河高原ビール㈱ 5,159 百万円 

 東日本沢内総合開発㈱ 1,853 

 ㈱ホテル東日本 929 

 ㈱東日本ウッドワークス北海道 291 

 ㈱東日本ウッドワークス中部 252 

 東日本プレカットワークス㈱ 33 

 宝くじ神社㈱ 22 

 東日本テック㈱ 14  

      計 13,800 

 

 なお住宅購入者等に係る保証の大半

は、保証会社が金融機関に対し保証を行

うまでのつなぎ保証であります。 

※4 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺の上、流動資産の「その他」に含めて

表示しております。 

※4 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺の上、流動資産の「その他」に含めて

表示しております。 

 ―――― 

 

（損益計算書関係） 

 

前 中 間 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年 ４月３０日 

 

当 中 間 会 計 期 間 

自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１６年 ４月３０日 

 

前 事 業 年 度 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

※1 当社の売上高は、通常の営業の形態と

して、事業年度の上半期の売上高と下半

期の売上高との間に著しい相違があり

ます。当中期間末に至る１年間の売上高

は次のとおりであります。 

 

 前事業年度下半期 48,970 百万円 

 当中間期 25,824  

    計 74,795 

※1 当社の売上高は、通常の営業の形態と

して、事業年度の上半期の売上高と下半

期の売上高との間に著しい相違があり

ます。当中期間末に至る１年間の売上高

は次のとおりであります。 

 

 前事業年度下半期 51,878 百万円 

 当中間期 24,936  

    計 76,814 

 1 ―――― 

 2 減価償却実施額 

 有形固定資産 714 百万円 

 無形固定資産 23 百万円 

 2 減価償却実施額 

 有形固定資産 646 百万円 

 無形固定資産 22 百万円 

 2 減価償却実施額 

 有形固定資産 1,442 百万円 

 無形固定資産 47 百万円 

※3 特別損失の主要項目 

 貸倒引当金繰入額 339 百万円 

 退職給付会計基準変更時差異償却額 71 百万円 

 固定資産売却損 79 百万円 

※3 特別損失の主要項目 

 厚生年金基金代行返上部分返上損 108 百万円 

 退職給付会計基準変更時差異償却額 71 百万円 

 固定資産除却損 19 百万円 

※3 特別損失の主要項目 

 貸倒引当金繰入額 1,859 百万円 

 退職給付会計基準変更時差異償却額 142 百万円 

 固定資産売却損 82 百万円 

 固定資産除却損 50 百万円 

 投資有価証券評価損 71 百万円 
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 （リース取引関係） 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

前 中 間 会 計 期 間 末 

（平成１５年 ４月３０日） 

当 中 間 会 計 期 間 末 

（平成１６年 ４月３０日） 
 

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累計額相当額 

中 間 期 末 

残高相当額 

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累計額相当額 

中 間 期 末 

残高相当額 

 

建 物 

百万円 

３，１３７ 

百万円 

１，６０１ 

百万円 

１，５３５ 

百万円 

２，９６２ 

百万円 

１，８２９ 

百万円 

１，１３３ 

機 械 装 置 ３２２ １９９ １２２ ３２２ ２３５ ８６ 

車 輌 

運 搬 具 
１３９ ７１ ６８ ４４ ３０ １４ 

備 品 ３５１ １５５ １９６ ３３５ １５０ １８４ 

合 計 ３，９５１ ２，０２８ １，９２３ ３，６６５ ２，２４５ １，４１９ 

 

前 事 業 年 度 末 

（平成１５年１０月３１日） 
 

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累計額相当額 

期 末 

残高相当額 

 

建 物 

百万円 

２，８８４ 

百万円 

１，６０５ 

百万円 

１，２７９ 

機 械 装 置 ３２２ ２１７ １０４ 

車 輌 

運 搬 具 
１３５ ７９ ５６ 

備 品 ３４５ １２７ ２１８ 

合 計 ３，６８７ ２，０２９ １，６５８ 

 

 

   ２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

 前 中 間 会 計 期 間 末 

（平成１５年 ４月３０日） 

当 中 間 会 計 期 間 末 

（平成１６年 ４月３０日） 

前 事 業 年 度 末 

（平成１５年１０月３１日） 

 百万円 百万円 百万円 

一 年 以 内 ８６３ ７１０ ８１３ 

一 年 超 １，０６７ ７１４ ８５２ 

合 計 １，９３０ １，４２４ １，６６６ 

 

   ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 前 中 間 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年 ４月３０日 

当 中 間 会 計 期 間 

自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１６年 ４月３０日 

前 事 業 年 度 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

 百万円 百万円 百万円 

支 払 リ ー ス 料 ４９０ ４５１ ９７８ 

減価償却費相当額 ４６１ ４２１ ９２３ 

支 払 利 息 相 当 額 ２５ １９ ４８ 
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   ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

   ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

 

 

 

 （有価証券関係） 

   前中間会計期間末（平成１５年４月３０日） 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

   当中間会計期間末（平成１６年４月３０日） 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

   前事業年度末（平成１５年１０月３１日） 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

 

 （１株当たり情報） 

 
前 中 間 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年 ４月３０日 

当 中 間 会 計 期 間 

自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１６年 ４月３０日 

前 事 業 年 度 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

１株当たり純資産額  289 円 91 銭 

 

１株当たり中間純損失 102 円 44 銭 

 

 潜在株式調整後 1 株当たり中間純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

１株当たり純資産額  285 円 09 銭 

 

１株当たり中間純損失 120 円 41 銭 

 

 潜在株式調整後 1 株当たり中間純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

１株当たり純資産額  405 円 09 銭 

 

１株当たり当期純利益  12 円 66 銭 

 

 潜在株式調整後 1 株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 
 

   （注）1 株当たり中間（当期）純利益又は中間（当期）純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 

 

前 中 間 会 計 期 間 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年 ４月３０日 

前 中 間 会 計 期 間 

自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１６年 ４月３０日 

前 事 業 年 度 

自 平成１４年１１月 １日 

至 平成１５年１０月３１日 

中間(当期)純利益又は 

中間(当期)純損失(△)  （百万円） 
△3,682 △4,327 454 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間(当期)純利益又は

中間(当期)純損失(△)   （百万円） 
△3,682 △4,327 454 

期中平均株式数     （ 株 ） 35,951,642 35,937,766 35,947,576 
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